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１．記載金額については、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券 ・・・ 償却原価法

その他有価証券

時価のないもの ・・・ 総平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

商　　　　品 ・・・ 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

（３）固定資産の減価償却方法

・・・ 定額法を採用しております。ただし、平成19年３月31日以前に取得したものについては、旧

定額法を採用しております。なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、

３年間で均等償却しております。

　　　　　　　　　　　　　　 　
・・・ 定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

リース資産 ・・・  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（４）引当金の計上基準

賞 与 引 当 金 ・・・ 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

修 繕 引 当 金 ・・・ 固定資産の周期的な修繕に備えるため、過去の実績を勘案して計上しております。　

退 職 給 付 引 当 金 ・・・  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。

貸 倒 引 当 金 ・・・ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権及び破産更生債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。なお、当事業年度においては、貸倒実績はなく、また貸倒懸念債権等もないため、

貸倒引当金を計上しておりません。

（５）消費税等の会計処理は税抜処理によっております。

３．会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務諸表に重要な影響を

及ぼす可能性があるものは次のとおりです。なお、「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号2020年3月31日)を

当事業年度から適用しております。

（1）繰延税金資産　63,976千円

　　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っております。当該見積りは、

　　将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積もりと

　　異なった場合、翌事業年度の財務諸表において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

個　別　注　記　表

有形固定資産
（リース資産を除く）

無形固定資産
（リース資産を除く）
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（2）有形固定資産　3,893,339千円

　　有形固定資産は、将来収支を見積って減損の要否を判定しております。当該見積りは、将来の経済情勢や収支環境等に影響を

　　受ける可能性があり、将来の収支が見積りよりも下方修正された場合、新たな減損損失が発生し、翌事業年度の財務諸表に重要な

　　影響を与える可能性があります。

４．貸借対照表に関する注記

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務　  

①担保に供している資産　  

建 物 3,640,533千円

構 築 物 108,810千円

定 期 預 金 1,854千円

計 3,751,197千円

②担保に係る債務　  

１年内返済長期借入金 85,200千円

長 期 借 入 金 81,300千円

計 166,500千円

（２）有形固定資産の減価償却累計額 11,292,163千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当事業年度の末日における発行済株式の総数（普通株式） 1,040,000株

（２）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

令和2年６月23日の第51期定時株主総会において、次のとおり決議しております。

配当金の総額 31,200千円

配当の原資 利益剰余金

1株当たり配当額 30円

基準日 令和２年３月31日

効力発生日 令和２年６月24日

（３）当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

令和３年６月22日の第52期定時株主総会において、次の議案を付議いたします。

配当金の総額 31,200千円

配当の原資 利益剰余金

1株当たり配当額 30円

基準日 令和３年３月31日

効力発生日 令和３年６月23日

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な内容は、修繕引当金、退職給付引当金の否認等であります。

７．リースにより使用する固定資産に関する注記

　　　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用して

　　　おります。

８．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

　資金運用については、元本の回収確実性を最重視し、かつ常識的な運用益が得られるような商品で運用しております。また満期設

　定のある金融商品は、原則としてその満期日もしくは償還日まで保有するものとし、金融機関の選定についても信用面に留意しつ

　つ、安全性の確保に努めております。

　有価証券及び投資有価証券は主として公社債等の債券であり、半期ごとに時価把握を行っております。
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　借入金の使途は設備投資資金（長期）であり、いずれも固定金利の証書貸付であります。なお、デリバティブ取引は実施しておりま

　せん。

（２）金融商品の時価等に関する事項

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりです。

    （単位：千円）
 

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（1）現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 （2）有価証券、及び（3）投資有価証券　

証券会社等、各取扱金融機関の開示する時価情報によっております。

（4）保証金返還積立金

（5）未払金

（6）長期借入金（一年内返済分を含む）

借入金については、元利金の合計額をリスクフリーレートにスプレッドを加算して算出する利率で割り引いて算定する方法に

よっております。

９．賃貸等不動産に関する注記

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では札幌市内において、地下商業施設として賃貸用不動産を有しております。

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項

10．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たり純資産額 3,485円50銭

（２）１株当たり当期純損失 　　9円18銭

11．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

（注2）非上場株式（貸借対照表計上額は、810千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積もることなどができ

ず、時価を把握することが極めて困難と考えられるため、「(3）投資有価証券」には記載しておりません。

（注3）一年内返済保証金（貸借対照表計上額は、5,542千円）及び受入保証金（貸借対照表計上額は、90,579千円）、受入敷

金（貸借対照表計上額は、1,369,205千円）は、退去時期が未定であり、かつ将来キャッシュフローを見積もることなどができず、

時価を把握することが極めて困難と考えられるため、上記の表には記載しておりません。

（注1）貸借対照表計上額は、有形固定資産に計上されている建物（建物附属設備を含む。）、構築物及び無形固定資産に計
上されている施設利用権のうち、賃貸の用に供される部分の取得原価から減価償却累計額を控除した額であります。

（注2）当事業年度末における時価は、主として不動産鑑定評価基準に類似した基準により鑑定人が算定した金額（指標等を用
いて調整を行ったものを含む。）であります。

（注1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

保証金返還積立金については、主としてテナントからの預り金（保証金及び敷金）を銀行預金で運用しております。これらは

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価

4,484,200 6,371,584

貸借対照表

計上額（*）
時 価（*） 差　額

（1） 現金及び預金 274,938 274,938 -                      

（2） 有価証券 80,001 80,496 -                      

（3） 投資有価証券

満期保有目的の債券 190,101 191,813 1,711

（4） 保証金返還積立金 812,016 812,016 -                      

（5） 未払金 ( 340,663 ) ( 340,663 ) -                      

（6） 長期借入金（一年内返済分を含む） ( 309,910 ) ( 314,179 ) 4,269

-11-


